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要  旨 

 

 各種施設の設計基準に，信頼性設計や，それに基づいた性能設計が本格的に導入されつつある．

2007 年に制定された新しい港湾基準は，性能設計が本格的に導入された我が国初の設計基準であり，

その中で，筆者らが提案する新しい地盤定数設定法が採用された．一般に，性能照査に用いる地盤

定数は，地盤工学会基準 JGS4001 や欧州規格 Eurocode7 に基づき設定される．特性値は原則として

導出値の平均値であるが，単なる導出値の算術平均ではなく，統計的な平均値の推定誤差を勘案し

なければならない．しかし，実際には，堆積状況のばらつき，調査・試験法に起因した誤差，限ら

れたデータ個数等を勘案した上で，地盤パラメータに対して統計処理をすることが要求される．新

港湾基準に採用された提案方法は，統計的な取り扱いを簡略化することによって実務での使いやす

さを追求するとともに，95%信頼水準に対応した値とほぼ同等になることから，JGS4001 や Eurocode7

といった包括的な基準とも整合した，合理的でかつ簡略化された特性値の設定法である．この方法

は導出値の平均値あるいは回帰式によってモデル化して深度分布を推定し，変動係数やデータの数

量に応じた補正係数を導入して特性値を設定するもので，JGS4001 や Eurocode7 の包括的な基準を実

用的な形で具体化することを目指している．従来，データにばらつきがあったり，データの個数が

不足したりしているときに，技術者の判断で安全側に地盤定数を設定していた．提案方法では，こ

のような技術者の判断の部分を変動係数に応じた補正というかたちで体系化して置き換えていると

考えることができる．変動係数を小さくすることを目的に据えることにより，データの適切な解釈

と適切な深度分布のモデル化が導かれるとともに，再圧縮三軸試験のように，ばらつきが小さくな

る試験法の導入が進むものと期待できる．  
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Synopsis 
 

The Japanese design code for port facilities was revised in April 2007, and a performance-based 
reliability design method was introduced. Determination methods for soil parameters for reliability 
design method are generally introduced in Eurocode7 and JGS4001. The characteristic value is generally 
the expected value of the derived parameters; however, it is not merely an average. The value should be 
considered the statistical estimation errors. Statistical treatment is strongly required in consideration of 
the non-uniform sedimentary structure, the investigation errors, the testing errors, the limited number of 
the data entries, etc. This report introduces a new practical method, which has been adopted in the annex 
of the design code, to evaluate soil parameters. The new method uses a correction factor corresponding 
to the coefficient of data variation. In this method, the characteristic value automatically reflects the 
variation of the derived values in association with the testing method and the reliability of the data 
interpretation. Compared to the lower limit of 95% confidence interval, which is widely adopted in 
general design codes such as Eurocode7 and JGS4001, the characteristic value determined by this 
method is conservative when the number of data entries is larger than 10. This tendency is caused by the 
concept, in which characteristic value always reflect the data variation, even though the number of data 
entries are significantly large. Generally, data variation in the depth profile can be reduced when the 
depth distribution is appropriately modeled. Also, data variation can be reduced by adopting a more 
reliable soil test such as the recompression triaxial test. Accordingly, any efforts to reduce the variation 
are awarded in this new design code. 

 
Key Words: soil parameter, characteristic value, performance based design, reliability based design, 
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1.はじめに 

 

 各種施設の設計基準に，信頼性設計や，それに基づい

た性能設計が本格的に導入されつつある．本論文で提案

する地盤定数（地盤物性値）設定法は，このような動向

に対応した実用的な方法として考え出されたものである．

信頼設計に基づいた性能設計が本格的に導入された我が

国初の設計基準である新港湾基準（日本港湾協会, 2007）

には，本論文で記述する地盤定数設定法が採用された． 

 性能設計を実現するための一般化された設計コードと

して，Eurocode7（EN 1997-1: 2004）やJGS4001（地盤工

学会基準JGS4001-2004）が挙げられ，性能照査に用いる

地盤定数設定法が示されている．JGS4001では，特性値 

（図-1参照）は，原則として導出値（試験結果として得られ

た物性値）の平均値（期待値）であるが，単なる導出値

の算術平均ではなく，統計的な平均値の推定誤差を勘案

しなければならないとされる．母集団の標準偏差が既知

の場合には正規分布，未知の場合にはt-分布に従うとして，

信頼水準に応じた特性値の設定法（鈴木, 2002）が示され

ている．Eurocode7でもほぼ同様の考え方が採用されてい

る．しかし，工場製品の品質指標を扱うような場合とは

異なり，堆積状況のばらつき，調査・試験法に起因した

誤差，限られたデータ個数等を勘案した上で，地盤パラ

メータに対してこのような統計処理をすることが要求さ

れる． 

 本論文では，これに応えるために，統計的な取り扱い

を簡略化することによって実務での使いやすさを追求し

つつ，一般化された設計コードであるEurocode7や

JGS4001とも整合した，合理的で，かつ，簡略化された特

性値の設定方法を記述する． 

 非排水せん断強さを設定するとき，拘束圧を作用させ

ない一軸圧縮試験は，結果のばらつきが大きいので信頼

性に乏しく，圧密圧力や拘束圧を作用させる各種三軸試

験は，結果のばらつきが小さいので信頼性が高いことは

広く知られている（土田ら, 1989; Watabe and Tsuchida, 

2001b）．しかし，設計で，これらのばらつきの程度を個々

に考慮することは難しい．そこで，本論文に記述する方

法では，試験法の信頼度に応じた補正を特性値に反映し

ておくという考え方を採用する．これは，後に記述する

部分係数を試験法によらない値として与えることにより，

設計法を単純化するための工夫である．しかし，後述の

ように，推定誤差等を勘案するものの特性値は導出値の

平均値であることを原則とする一般化された設計コード

類（Eurocode7やJGS4001）の概念とは，データ数が多い場

合に若干異なっている． 

 本稿では，筆者らが提案し，新港湾基準に採用された

地盤物性値の設定法（以下，提案方法）を概説した上で，

これによって設定される地盤定数の特性値と，Eurocode7

やJGS4001といった一般化された設計コードによって設

定される特性値とを比較・考察する． 

 具体的な適用例として，神戸港の地盤調査で得られた

一軸圧縮試験結果や段階載荷圧密試験結果を取り上げ，

提案方法の適用性を検討した．また，せん断と圧密とい

う相互に関連したパラメータに対して，提案方法を合理

的に適用する方法について検討した．加えて，大阪湾粘

土の非排水せん断強さに関する一軸圧縮試験結果と三軸

試験結果に対して提案方法を適用し，設計における三軸

試験の有用性を示した． 

 

2. 地盤定数設定の原則 

 

 我が国の場合，性能照査に用いる地盤定数の設計値は，

地盤工学会基準JGS4001に基づき，図-1に示すフローに従

って設定することになる．同図は，学会基準から読み取

れる趣旨を反映したかたちで本論文用に若干修正を加え

てある． 

 

各種の調査・試験や計測・観測（モニタリング）の直接

的な結果（計測値）

推定された地盤パラメータ（導出値）

地盤パラメータの代表値（特性値）

基礎・地盤のモデルに用いる地盤パラメータ（設計用値）

理論，経験，相関性を適用

一次処理を含む

地層区分

部分係数の適用

地盤のモデル化（推定値）

限界状態・ばらつきを考慮
統計処理

 
図-1 地盤定数の設定フロー 

 

 調査や試験によって計測された値が「計測値」である．

計測値と地盤定数との関係を用いて得られる値を「導出

値」と呼び，これを求めるには，i) 計測値をそのまま導

出値とするもの，ii) 計測値に一次補正・一次処理を施し

て導出値とするもの，iii) 理論式や相関関係に基づく経験

式を用いて計測値を導出値に換算するものの3通りの方

法がある．i) は地盤定数を直接計測しているのでわかり
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やすい．しかしながら，実際にこれに該当する地盤定数

は意外に少ない．ii) のうち一次補正については，せん断

試験における面積補正や，せん断強さに与えるひずみ速

度の影響に関する補正など，係数を乗じる程度の簡単な

補正をするものがこれに相当する．また，一次処理につ

いては，計測結果を整理して含水比w，湿潤密度ρ t，土粒

子密度ρ s，粒度などを算出したり，応力～ひずみ関係から

求める変形係数E や，e ～ log p関係から求める圧密降伏応

力pcなど，試験結果に対して簡単な処理をするものがこれ

に相当する．iii) は，理論式や経験式に基づいて計測結果

を求めたい工学量に換算したり，理論に従ってフィッテ

ィングパラメータを求めたりする方法である．沈下～時

間曲線（圧密曲線）から圧密理論曲線をフィッティング

させて圧密係数cvを求めたり，N値から経験式を用いてせ

ん断抵抗角φを求めたりする場合などがこれに相当する． 

 次章で述べるように，地盤定数の導出値の深度分布を

モデル化して得た「推定値」に対する導出値のばらつき

等を考慮し，当該地盤の物理・力学情報を反映した代表

的な値が「特性値」である．特性値は，地盤定数そのも

のの代表値を追求して求められるものである．その値は，

設計で想定している限界状態に対応していなければなら

ない．設計に用いる照査式や予測式にも適用範囲がある

ことから，これらを勘案した地盤定数とするために，特

性値に対して部分係数を乗じるといったかたちで補正を

施して設計に用いることになる．部分係数については，

地盤定数の信頼性や当該地盤定数の照査結果への感度を

基に，施設ごとに値が設定されて設計基準等に示されて

いる．このようにして求めた地盤定数の設定値を「設計

用値」と呼ぶ． 

 Eurocode7における特性値も，JGS4001とほぼ同様の考

え方が採用されている．工場製品である構造材料であれ

ば，その物性を表す材料定数aの特性値は5%超過確率を考

えてフラクタイル値を導入し，ak = μ(a) – 1.645 σ(a)によっ

て定義される（例えば欧州規格（EN 1990: 2002））．ここ

で，μ(a)はaの平均値，σ(a)はaの標準偏差である．このよ

うな特性値の設定は，構造材料には適切であるかも知れ

ないが，地盤材料の場合にはばらつきが大きいために不

適切な設定になる．例えば地盤の破壊を考えると，個々

の要素の破壊ではなく，地盤全体の破壊を考えなければ

ならないためである．このような背景から，Eurocode7で

は，個々の試験結果の5%フラクタイル値ではなく，平均

強度の95%信頼水準の限界値を特性値とすべきであると

された（Orr, 2007）．JGS4001でも，Eurocode7とほぼ同様

であるが，当該地盤定数の特性によって信頼水準の上下

限値のうち安全側をとることが明記された．ただし，信

頼水準95%を特に推奨してはいない． 

 95%信頼水準の下限値を簡便に求めるため，Ovesen
（1995）はak = μ(a) – 1.645 σ(a)／ n を提案した．ここで，

nはデータ数である．Schneider（1997）はn = 11のときの値

を採用し，さらに単純化した式としてak = μ(a) – 0.5 σ(a)を

提案した．Schneiderの式はOvesenの式よりもn ≥ 12のとき

安全側の設定になる． 

 本論文では，特性値を推定するための実務的な簡便法

を示している．その方法は，後述するようにSchneiderの

式とOvesenの式の趣旨を取り入れ，Eurocode7やJGS4001

との整合を図ったものである． 

 地盤調査と構造物の設計は異なる技術者が担うことが

多いため，調査・試験法に応じた地盤定数のばらつきを

設計者が検討して部分係数を設定することは困難である．

ましてや，地域ごとに異なる地盤そのものの不均質性に

基づいたばらつきをも考慮しなければならないとなると，

個別の部分係数の設定は実質不可能である．地盤調査を

担う技術者から設計を担う技術者に地盤情報が引き継が

れるとき，地盤定数には常に同程度の信頼水準が保証さ

れていることが理想である．そうすることによって，設

計法に示された，一般的なばらつきに基づく部分係数を

用いた設計が可能となる． 

 本論文で取り扱う地盤定数は，安定性照査のための値

に限定したものではなく，沈下予測等にも用いる地盤定

数一般を取り扱うことを想定している．また，記述する

方法は，港湾でよく見られるような，年代効果により見

かけ上の過圧密状態にあるものの，応力履歴的には正規

圧密状態にある比較的均質な海成粘土地盤を主な適用対

象としている．しかしながら，本手法自体は，様々な地

盤に対して広く活用できるものと考えている． 

 

3. 補正係数を導入した特性値推定法の概要 

 

3.1 地盤のモデル化 

 信頼性設計に供する地盤定数の特性値を求めるために

は，統計処理するのに十分な個数の試験結果を得ておく

必要がある．また，地盤調査・土質試験結果を性能照査

に反映させるためには，地盤定数（ここではこれをaと表

すことにする）の推定値a*の深さ方向の分布を，深さ方向

に一様である（a* = c1），あるいは深さ方向に直線的に増加

する（a* = c1 z + c2）などとしてモデル化する必要がある．

ここで，zは深度，c1，c2はフィッティングパラメータで

ある．推定値a*は，地盤定数の深度分布をモデル化した近

似分布上の値を表している．深度方向の分布を慎重に考

えることを前提にしたことは，本論文の方法の特徴の一
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つでもある．なお，ある深度範囲の分布をモデル化する

場合，本来であれば多数のデータが存在することが望ま

しいが，地盤調査から得られている試験結果の数量には

限りがあることから，ある一つの地盤モデルに対して10

個以上のデータがあれば統計処理において十分な信頼性

が確保できると考えるくらいが現実的である．実際，変

動係数は，データ数が10個以上あれば変化は小さくなり，

ある程度収束する傾向にある場合が多い． 

 圧密降伏応力pc，圧密係数cv，体積圧縮係数mv など，地

盤定数によってはばらつきを対数目盛で考えるほうが合

理的なものもある．このような地盤定数を扱う際には，

ばらつきを対数目盛で扱うので，対数目盛で深度分布（深

度については算術目盛で考える）をモデル化することが

理想である．しかしながら，我が国の沿岸部でよく見ら

れるような，軽い構造を有する正規圧密粘土地盤の場合，

圧密降伏応力pcは，過圧密比と単位体積重量を介して深さ

に対して一次関数で表される．このようなケースでは，

対数目盛で深度分布をモデル化しても，直線分布となっ

ているはずの算術目盛に戻すと，特に浅い深度の範囲で

値がかけ離れてしまうことが多い．地盤のモデル化にお

いては，扱うパラメータの種類や当該地盤の特性に応じ

て慎重に検討すべきである． 

 

3.2 特性値の考え方 

 導出値から特性値を設定する際の基本的な考え方を簡

潔に述べておく．図-1に示したように，ひとことで「導出

値」と言っても，導出値を求める際に採用したサンプリ

ング方法，試験方法，サウンディング方法，経験式や理

論式によって適用範囲や結果のばらつき具合が異なるこ

とから，これらの影響が反映された設計値を用いる必要

がある．例えば，非排水せん断強さであれば，一軸圧縮

試験結果は三軸試験結果に比べてばらつきが大きくなる

ことが広く知られているが，設計のたびに，これらのば

らつきの程度を個々に考慮することは難しい．ましてや

部分係数にこれを反映させることは，個々の地盤定数の

調査・試験法にまでいつも遡って考えなければならず，

設計基準類を複雑にしてしまうだけである． 

 このような背景から，提案方法では，試験法の信頼度

に応じた補正を特性値に反映しておくという考え方を採

用する．一軸試験と三軸試験ではばらつき，すなわち変

動係数が著しく異なることに着目して，変動係数に応じ

て補正の程度を変化させれば，試験法に起因するばらつ

きやデータ解釈の信頼性（ある深度範囲をあるモデル分

布で表現したときの信頼性）が特性値に反映される．す

なわち，以下に示す特性値の設定方法によれば，試験方

法によらず，いつも同じ部分係数の値が使える仕組みが

構築されることになる． 

 Eurocode7やJGS4001では，データ数が多くなるとたと

えデータのばらつきが大きくても，信頼区間が狭くなる

ので，特性値は平均値と一致する．提案方法では，試験

結果のばらつきに応じて特性値が設定されるので，ばら

つきを小さくする努力が設計で実を結ぶような設計体系

を実現することができる．これについては次章で詳述す

る． 

 信頼性設計では，過去の経験を基にした設計定数のば

らつきを設定してキャリブレーションを行い，部分係数 γ 

が設定される．しかし，このような方法では「適当なばら

つき」が所与の条件とならざるを得ないため，ばらつき

を小さくする努力，すなわち，適切な深度分布を考えた

り，ばらつきが少ない試験法を採用したり，調査・試験

技術を磨いたりといった努力は設計上無視される．結果

として，従来と同程度のばらつきが得られるくらいに地

盤調査をしていれば良いことになってしまう．提案方法

は，このような問題点の改善も目指している． 

 

3.3 補正係数の導入 

 試験結果の分布をモデル化して推定される値をa*で表

し，試験結果aのばらつきを考えるとき，a/a*の標準偏差

（SD）を使うと便利である．ここで，a*はモデル化された

層内において平均値で一様に分布する，あるいは，最小

二乗法等により誤差最小とする近似分布として推定され

ていなければならない．これは，特性値（図-1参照）は，

原則として導出値の平均値（期待値）であることに基づ

いた大前提である．このとき，a/a*の標準偏差（SD）はaの変

動係数（COV）を表している． 

 均質な地盤を対象として，乱さない粘土試料に対して

各種土質試験を慎重に実施すると，得られる特性値に対

する変動係数は0.1以下になることが知られている（渡部, 

2004）．すなわち，均質な地盤といえども何らかの不均質

性があること，土質試験法に起因する誤差が存在するこ

となどによって，この程度の結果のばらつきはやむを得

ない．しかし，ばらつきがもっと大きな場合には，地盤

の不均質性が高い，サンプリング時の乱れが大きい，土

質試験の方法が適切ではない，深さ方向の分布に対する

モデル化が適切ではないなどの原因が考えられる．この

ような場合には，推定値a*をそのまま特性値とするのでは

なく，不確定要因を考慮して安全側に設定することが理

想である． 

 a/a*の標準偏差（SD）として定義される変動係数（COV）

に応じて，推定値を特性値にするための補正係数b1を導入
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し，特性値akをb1×a*で表すことにする．対象としている

地盤定数aが性能照査において耐力側に寄与する場合（安

定解析におけるせん断強さなど）や設計において安全側

に寄与する場合（圧密予測における圧密降伏応力や圧密

係数など）には補正係数としてb1 = 1 – (COV/2)，性能照査

において作用側に寄与する場合（安定解析における盛土

の単位体積重量）や設計において危険側に寄与する場合

（圧密予測における圧縮指数など）には補正係数として

b1 = 1 + (COV/2)程度に設定することにする．これは，累積

確率密度が約30%あるいは約70%に相当するフラクタイ

ル値を特性値として使うように補正していることになる．

簡略化した方法を目指しているため，細かい端数にこだ

わる必要はなく，表-1の数値を用いることにする． 

変動係数が0.6以上のときは，ばらつきが大きすぎて信

頼性に乏しく，設計ができないとする．このような場合

には，試験結果の解釈をもう一度見直し，必要があれば

地盤のモデル化についても再検討する．場合によっては

地盤調査そのものをやり直すことになるであろう． 

 前述したように，Eurocode7やJGS4001では，信頼水準

95%等となる信頼区間の上下限値を特性値とする．本論文

の方法によれば，現実的なデータ数n = 10，かつ，現実的

なばらつき（COV = 0.1）において，信頼水準95%が累積確

率密度30%あるいは70%程度のフラクタイル値に相当す

ることを利用し，本格的な統計処理をすることなく，簡

便な方法でEurocode7やJGS4001との整合が図られている．

また，Eurocode7やJGS4001では，データ数nが非常に大き

くなると，たとえばらつきが大きくても信頼区間が狭く

なるために，特性値は平均値と一致する．本論文の方法

では，データ数nが多くても，深度分布の適切なモデル化

を考えたり，ばらつきの小さな試験結果を得る努力をし

たりすることが，補正係数b1により設計上有利になると強

調されている．一方で，n ≥ 10かつCOV < 0.1のときには補

正をしないなど，ばらつきが小さい場合には，Eurocode7

やJGS4001で平均値そのものが特性値となることとも整

合するような工夫もされている．詳細は次章に記述する． 

 先に述べたように，地盤定数の中には，圧密降伏応力

pc，圧密係数cv，体積圧縮係数mvなど，対数分布として結

果を整理するものもある．これらのパラメータは対数目

盛で算出されていることが多いので，対数目盛で正規分

布（これを対数正規分布という）になると考えてデータ

のばらつきを評価することが合理的である．すなわち，

地盤定数aに対して(log a)/(log a*)の標準偏差（SD）はlog a 

の変動係数（COV）を表す．これを用いると，対数目盛で

の補正係数b'1として表-1の値をそのまま使うことができ

る．このとき，log ak = b'1 log a* = log a* b'1の関係があるので 

ak = a* b'1 となり，補正係数は算術目盛での指数として表さ

れることになる． 

 このほか，せん断抵抗角φ  については，φ そのもののば

らつきを考えるのではなく，摩擦抵抗として設計に導入

される tanφ  のばらつきで考える．その一方で，港湾の設

計基準（日本港湾協会, 2007）等に示されている式等を用

いてN値からせん断抵抗角φを推定する場合など，設計に

用いるべき値が経験を基に設定されているような場合に

は，補正係数を導入する必要はないと考えるのが自然で

ある（田中, 2003; 福井ら, 2002）．これについては第7章に

も後述する． 

 上述した内容は，統計処理をするのに十分な個数のデ

ータがあることが前提であったが，データ個数が統計処

理をするのに不足している場合には，次のように補正係

数b2を導入して，補正係数b1 に対する補正を行う．すな

わち，データ数nが10個程度が，前述のように現実的な地

盤調査のデータ数であり，それ以上のデータ数があれば

変動係数の算出にも十分な信頼性が出てくるものと考え，

それより数が不足するとき，当該地盤定数が性能照査上

耐力側に寄与する場合や設計で安全側に寄与する場合に

はb2 = {1 – (0.5/n)}を，性能照査上作用側に寄与する場合や

設計で危険側に寄与する場合にはb2 = {1 + (0.5/n)}を補正

係数b1 に乗じるものとする．ここでは，データ数nが1個

しかない場合にはパラメータを50%増減するように補正

係数b2を設定し，データ数が増えると飛躍的に信頼性が高

まることを反映させた．ただし，データ数nが1個のとき

には変動係数COVが得られないので，そもそも補正係数

b1を設定することができない．最低でもデータは2個以上

必要である．提案方法ではデータ数nが10個に満たないと

きに補正係数b2を導入したが，b2導入の判断基準となるデ

表-1  補正係数の値 
補正係数 b1 

変動係数 
COV 耐力側や安全側 

に寄与する定数 
作用側や危険側 
に寄与する定数 

0   以上 
0.1 未満 

1.00 1.00 

0.1 以上 
0.15 未満 

0.95 1.05 

0.15 以上 
0.25 未満 

0.90 1.10 

0.25 以上 
0.4 未満 

0.85 1.15 

0.4 以上 
0.6 未満 

0.75 1.25 

0.6 以上 試験結果の解釈や深度分布のモデル化の再検

討あるいは再調査 
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ータ数nについては例えば20個とするなど，設計基準類に

おいて個別に定めることが可能である． 

 以上をまとめると，提案方法では，特性値akは推定値a*

に補正係数b1とb2を乗じて次式で決定される． 

    **
21

5.01
2

1 a
n

COVabbak ⋅⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ±⋅⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ±=⋅⋅=   (1) 

なお，安定解析における平地盤の単位体積重量の取り扱

いなど，作用側と耐力側とが本質的にバランスしている

と見なせる量については，安全側と危険側のどちらにも

寄与しないことから，補正係数b1 = 1，b2 = 1として取り扱

うことができる． 

 

3.4 圧密定数とせん断定数の関係 

 粘土地盤の載荷に伴う安定性の検討，すなわち，非排

水せん断強さに期待するいわゆる短期安定問題において

は，非排水せん断強さcuのみを考え，せん断抵抗角φ u を

ゼロと考える「φ u = 0法」に基づく安定解析が行われる

（Nakase, 1967）．このとき用いられる非排水せん断強さcu 

は，一軸圧縮試験，三軸試験，一面せん断試験等により

推定される．一方，載荷に伴う圧密沈下の予測について

は，圧密試験から設定される圧密定数を用いて行われる．

せん断強さと圧密定数は，別々の試験から得られる地盤

定数であるが，非排水せん断強さは圧密を伴う応力履歴

の影響を強く受けることから，相互に関連していること

を考慮して設定されるべきである． 

 圧密が進行すれば強度増加を安定性評価の上で期待で

きるなど，圧密に関する地盤定数はせん断に関する地盤

定数とも密接に関連している．すなわち，圧密に関する

地盤定数とせん断に関する地盤定数は互いに独立したも

のではない．したがって，導出値から特性値を求める過

程において，試験結果の分布をモデル化して推定値を導

く際に，各地盤定数を相互に関連付けたモデル化を図る

必要があるといえる． 

 ここで，有効土被り圧σ'v0，圧密降伏応力pc，非排水せ

ん断強さcuの関係を考える．年代効果による見かけの過圧

密になっていない，真の意味での正規圧密状態（OCR = 1）

にある粘土に対して，強度増加率mが地盤定数としてm = 

cu / σ'vで定義される．ここで，σ'vは鉛直有効応力である．

σ'vが減少して力学的な過圧密状態になると，cu / σ'vは過圧

密比OCRに対して，両対数軸上で直線的に増加すること

が経験的に知られており，その関係はcu/σ'v = m × OCRΛ

で表される（地盤工学会, 2000）．定数Λは，除荷に伴う強

度減少が無ければΛ = 1，減少があればΛ < 1となるものの，

既往の研究によればΛ = 0.85程度（Mitachi and Kitago, 

1976），あるいは1.0程度（Terzaghi et al., 1996）と報告さ

れている． 

 本論文では，日本の港湾域に広く分布するような，軽

度に見かけの過圧密状態 (OCR = 1.5程度) にある正規圧

密粘土地盤を主な対象としているので，Λ = 1として扱っ

ても誤差は少ない．まして，除荷・膨張による過圧密で

はなく，年代効果による見かけの過圧密（これを疑似過

圧密という）を対象とすることが多い我が国の港湾地域

では，膨張によるcuの減少を考慮する必要はない．むしろ，

通常の土質試験の結果として得られる地盤定数を用いて，

実用的な強度増加率mを設定することに意義がある． 

 そこで，見かけの過圧密の場合にはΛ = 1を仮定し，強

度増加率をm = cu / pcと定義することにより，過圧密比OCR 

= pc / σ'v0を用いて，cu = m × OCR × σ'v0 なる関係があるこ

とを考慮して地盤定数を推定し，ばらつきについて考慮

した特性値を設定することとした． 

 

4. 一般化された設計コードの特性値との比較 

 

 Eurocode7やJGS4001のような一般化された設計コード

では，地盤定数の特性値をある信頼区間の上下限値のうち

設計上の安全側の値に設定すべきであるとしている．

Eurocode7で採用されているように，多くの場合95%信頼

水準が採用される．地盤調査結果では母集団の標準偏差が

未知であるから，試験結果はt-分布に従うものとして次式

によって95%信頼区間の限界値を特性値に設定する（地盤

工学会基準JGS4001-2004; 鈴木, 2002）． 

SD
n

t
aSDkaa n ⋅±=⋅±= −1;1.0*

s
*

k
   (2) 

ここで，n個の導出値に対して，a*は上述の推定値，SDは

標準偏差，ksは信頼区間に応じて決まる係数である．また，

t0.1;n–1は95%信頼区間に対応した自由度n–1のt-分布の逆関

数である．深度分布をモデル化して考えるとき，当該パラ

メータの導出値aを推定値a*で除して正規化し，次のよう

に変形して取り扱うと便利である． 

COV
n

t
a
SDk

a
a n ⋅±=⋅±= −1;1.0

*s*
k 11      (3) 

(2)式と(3)式における複号のとり方は，(1)式の特性値の補

正係数の場合と同様である． 

 提案方法によって設定される特性値が，95%信頼水準に

対応して設定される値とどのような関係にあるかを以下

に示し考察する．データの絶対値のばらつきを表す標準偏

差SDではなく，深度分布を考えた上でばらつきを正規化

した変動係数COVを用いて評価することは，提案方法の特

徴の一つである．(1)式の提案方法と(3)式の95%信頼水準

に対応させる方法によってそれぞれ設定される特性値を
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比較し，図-2に示す．ここではデータ数nが2, 3, 5, 10, 20, 50, 

100の場合を示している．また，紙面の制約により，当該

地盤定数が耐力側や安全側に寄与する場合（上述の(1)式

～(3)式の複号がいずれも負号をとる場合）のみを示して

いる．n=10の場合，提案方法と95%信頼水準による値は変

動係数に依らずほぼ一致している．これは累積確率密度が

約30%あるいは約70%に対応するフラクタイル値を採用

した根拠となるケースでもある．提案方法では，n>10の

場合に設定される特性値はnの増加に対してほとんど変化

しない．一方，n<5の場合，95%信頼水準の値は変動係数

の増加に対して急激に減少しており，変動係数が大きい場

合には設計ができない恐れがある．提案方法は，変動係数

が小さいと95%信頼水準に対応した値より安全側である

が，変動係数がある程度大きくなると逆転し，95%信頼水

準に対応した値よりも危険側の設定になる． 

 実際の地盤調査では，データ個数は10程度であることが

多いことから，提案方法により設定される特性値は95%信

頼水準にほぼ対応している．しかし，データ個数が2～3

個というケースにもしばしば遭遇する．特に，地層構成が

複雑な場合，深度分布を考えている層が薄いとデータ個数

は限られてしまう．このような場合，95%信頼水準にこだ

わることは非現実的であると言え，むしろ，提案方法のほ

うが現実的であろう．一方，データ数が著しく増加しても，

変動係数が大きい場合には特性値を小さく設定しなけれ

ばならなくなっていることも提案方法の特徴である．試験

結果のばらつきが著しい場合には，たとえデータがたくさ

んあったとしてもデータをよく見直して，適切な深度分布

を考えることを促している．また，データのばらつきの原

因が試験法にあるのであれば，ばらつきを小さくするよう

な信頼性の高い試験法を採用することを促してもいる． 

 提案方法では，式で表された補正係数b1を直接使うので

はなく，端数を丸めた表-1の値を使うようになっている．

これは，新港湾基準でも同様である．また，データ数nが

10未満の場合のみ，補正係数b2を乗じる．このことを反映

してプロットしたものが図 -3である．提案方法では

COV<0.1でn≥10の場合，特性値akは推定値a*と一致するよ

うになっている．n=10程度の場合には，提案方法と信頼

水準95%の特性値はほぼ一致し，n<10の場合にも両者は実

用的に著しく異なるものではない． 

 補正係数b1とb2の役割について，図-4に概念図を示す．

当該物性値が耐力側に寄与する場合（安定解析における

せん断強さなど）や安全側に寄与する場合（圧密予測に

おける圧密降伏応力や圧密係数など）には図示した範囲

の下限値側，作用側に寄与する場合（安定解析における

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6
Coefficient of variation  COV

a
k/

a
*

n = 50
n = 20

: 本論文の方法（(1)式で表現）
: 95%信頼水準

変動係数 COV

図-2 提案方法（本論文の方法で式(1)をそのまま適用）と

一般化された設計コードの方法（95%信頼水準）で設定さ

れる特性値の比較 
 

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6
Coefficient of variation  COV

a
k/

a
*

n = 2

n = 3

n = 5 n ≥ 10

:本論文の方法（表-1を利用）
: 95%信頼水準

変動係数 COV
図-3 提案方法（本論文の方法で表-1を利用．n<10の場合の

みb2も導入）と一般化された設計コードの方法（95%信頼水

準）で設定される特性値の比較 
 

 

95% 信頼区間広い限られたデータ個数: 小さな n

十分なデータ個数: 大きな n 95% 信頼区間狭い

30%, 70% フラクタイル値たとえ大きな n でも b1

b2

a/a*
95% 信頼水準の場合

本論文の方法の場合

A
B

A
B

A
B

A
B

図-4 変動係数が大きな分布Aと変動係数が小さな分布B
の場合に設定される特性値と補正係数b1とb2の役割 
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盛土の単位体積重量）や危険側に寄与する場合（圧密予

測における圧縮指数など）には図示した範囲の上限値側

をとる．データ数nが小さい場合には95%信頼区間は広く，

nが大きくなると95%信頼区間は狭くなる．このことと対

応したのが補正係数b2である．試験結果から得られたデー

タが広い分布（A）の場合と狭い分布（B）の場合とを比較す

ると，本論文の提案方法では，たとえデータ数nが増えて

も，そもそもデータのばらつきが大きい（A）の分布の場合

にはb1によって累積確率密度30%に相当するフラクタイ

ル値を用いるように補正されることがわかる． 

 

5. 地盤定数設定への適用 

 

5.1 地盤調査結果 

 本章では，本論文の地盤定数設定法について，実際の

地盤調査結果に対して適用を試み，設計への適用性につ

いて検討する．港湾の土質データベース（石井（1985）

によって開発されたもの）に管理されている地盤情報の

中から，神戸港において1998年3月に実施された海底粘土

地盤の調査結果を検討対象として取り上げることにした．

当該調査地点の水深は16.5mで，地盤は粘性土を主体とす

る堆積層で構成されている．液性限界wL，塑性限界wp，

自然含水比wnの深度分布を図-5に示す．表層から深度7m

程度までは自然含水比wnが液性限界wLより大きく，液性

指数IL (= (wn – wp) / (wL – wp))が1より大きい．また，深度28m

以深では，自然含水比wnが著しく減少する．液性限界wL

も減少しているが，液性指数ILについても0.8程度であっ

たものが0.5程度まで急激に減少しており，この深度にお

いて堆積層が著しく変化していることがわかる． 

 

5.2 非排水せん断強さの設定例 

 当該地盤の一軸圧縮試験結果（導出値）に対して提案

方法を適用し，非排水せん断強さの特性値の深度分布を

設定した．特性値設定の過程をとりまとめたものを表-2

に示す．まず，全層にわたって一様な深度分布を考えた

場合，平均値cu = 23.0 (kN/m2)で一定であるとして深度分布

をモデル化できる（図-6(a)の推定値cu
*）．このとき，変動
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図-5 コンシステンシー特性の深度分布 
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図-6 一軸圧縮試験結果の導出値cu，モデル化した推定値cu

*，特性値cuk，および95%信頼水準の下限値：(a) 深さ方向に一様

に分布するとしてモデル化，(b) 1層で直線分布としてモデル化，(c) 3層で直線分布としてモデル化 
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係数COVは0.60となるが，表-1によれば「結果の解釈やモ

デル化の再検討あるいは再調査」ということになり，こ

のままでは特性値を求めることができない． 

 導出値の分布には深度方向に相関があるように見える

ので，「一様な深度分布」とモデル化したことが適切では

なかったことが原因であると考えられる．そもそも，安

定解析に用いる非排水せん断強さの深度をモデル化する

際に，表面付近のせん断強さを過大に評価するモデルは，

安定解析上，極めて危険な設計になるので用いるべきで

はない．なお，データ数が豊富なため，ばらつきは大き

くても95%信頼水準の下限値は推定値（平均値）より若干

小さいところに設定されている． 

 次に，深度分布を1本の直線分布で最小二乗法により近

似すると，cu
* = 1.4 z – 0.5 (kN/m2) でモデル化できる（図

-6(b)の推定値cu
*）．このとき，変動係数COVは0.41となり，

表-1より補正係数b1 = 0.75が得られる．十分な個数（10個

以上）のデータがあるので補正係数b2 = 1.0と考えて良い．

したがって，特性値cukはb1×b2×cu
* = 0.75cu

*によって得ら

れる．一方，95%信頼水準の下限値は，データ数が豊富な

ため推定値より若干小さい値になっている．提案方法で

得られた特性値の分布は，最小二乗法で得られた近似分

布（推定値）より25%も小さく，また，95%信頼水準の値

よりも20%ほど安全側の設定になっている．これは，モデ

ル化が最適ではないことに起因していると考えられ，次

に示すように，より適切にモデル化することで，これを

解決することができる． 

 非排水せん断強さの導出値の深度分布のみならず，図

-5のコンシステンシー特性の分布も参考にして，深度分布

表-2  一軸圧縮試験結果の導出値から深度分布をモデル化して求められる特性値 

深度

z (m)

導出値
cu

(kN/m2)

一様分布 1層で直線分布 3層で直線分布

推定値
cu* 

(kN/m2)

変動
係数
COV

補正
係数

b1×b2

特性値
cuk

(kN/m2)

推定値
cu* 

(kN/m2)

変動
係数
COV

補正

係数
b1×b2

特性値
cuk

(kN/m2)

推定値
cu* 

(kN/m2)

変動
係数
COV

補正
係数

b1×b2

特性値
cuk 

(kN/m2)
1.1 3.9 23.0

0.601
再検討

×
1.00

再検討

1.8

0.407
0.75
×

1.00

1.3 3.4

0.349
0.85
×

1.00

2.9
1.1 4.3 23.0 1.8 1.3 3.4 2.9
1.1 4.2 23.0 1.8 1.3 3.4 2.9
1.1 3.3 23.0 1.8 1.3 3.4 2.9
2.6 2.1 23.0 3.9 3.0 3.8 3.2
2.6 5.0 23.0 3.9 3.0 3.8 3.2
2.6 3.6 23.0 3.9 3.0 3.8 3.2
2.6 3.9 23.0 3.9 3.0 3.8 3.2
4.1 3.9 23.0 6.1 4.6 4.2 3.6
4.1 4.1 23.0 6.1 4.6 4.2 3.6
4.1 3.3 23.0 6.1 4.6 4.2 3.6
5.6 4.4 23.0 8.3 6.2 4.6 3.9
5.6 2.0 23.0 8.3 6.2 4.6 3.9
5.6 5.3 23.0 8.3 6.2 4.6 3.9
5.6 2.1 23.0 8.3 6.2 4.6 3.9
7.1 9.1 23.0 10.4 7.8 5.0 4.2
8.6 19.4 23.0 12.6 9.5 16.2

0.205
0.90
×

1.00

14.6
8.6 20.8 23.0 12.6 9.5 16.2 14.6
8.6 15.3 23.0 12.6 9.5 16.2 14.6
8.6 14.3 23.0 12.6 9.5 16.2 14.6

10.1
｜
略*
｜

25.1

29.4
｜
略*
｜

39.8

23.0
｜
略*
｜

23.0

14.8
｜
略*
｜

36.4

11.1
｜
略*
｜

27.3

17.6
｜
略*
｜

31.8

15.9
｜
略*
｜

28.7
26.6 33.3 23.0 38.6 28.9 33.3 29.9
26.6 41.1 23.0 38.6 28.9 33.3 29.9
26.6 34.6 23.0 38.6 28.9 33.3 29.9
26.6 35.7 23.0 38.6 28.9 33.3 29.9
28.1 40.8 23.0 40.7 30.6 49.3

0.145 
0.95
×

0.94

44.0
28.1 53.4 23.0 40.7 30.6 49.3 44.0
28.1 59.5 23.0 40.7 30.6 49.3 44.0
28.1 50.6 23.0 40.7 30.6 49.3 44.0
29.6 40.2 23.0 42.9 32.2 49.3 44.0
29.6 57.0 23.0 42.9 32.2 49.3 44.0
29.6 45.1 23.0 42.9 32.2 49.3 44.0
29.6 47.5 23.0 42.9 32.2 49.3 44.0

略*：42個のデータ表示を省略
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を3本の直線分布として近似するモデルも考えられる．こ

のとき，3本の直線分布はcu
* = 0.27 z + 3.1 (kN/m2)（0 < z < 7.5 

mの回帰直線），cu
* = 0.95 z + 8.1 (kN/m2)（7.5 < z < 27.5 mの

回帰直線），cu
* = 49.3 (kN/m2)（z > 27.5 mの平均値．対象と

する層が薄いので回帰直線ではなく平均値を採用した）

でモデル化できる（図-6(c)の推定値cu
*）．3直線近似でモ

デル化した場合，第1層，第2層，第3層の変動係数COVは

それぞれ0.35，0.21，0.14であり，表-1より補正係数b1は

それぞれ0.85，0.90，0.95が得られる．データの個数は，

第1層，第2層はそれぞれ10個以上あるのでb2 = 1.0と考えて

良いが，第3層はデータが8個しかないので，b2 = 1 – (0.5/n) 

= 1 – (0.5/8) = 0.94となる．この深度分布のモデル化では，

提案方法による特性値と95%信頼水準に対応した特性値

とにほとんど差は認められない． 

 一般に，一軸圧縮試験の結果は，同一深度に対して得

られた複数個（3～4個）の試験結果を一つのデータとし

て報告するが，ここでいう試験の個数とは，同一深度の

ものも含め，実施した試験の数量全てを数えてよいもの

と考えた．ただし，異常値と疑われるデータについては，

試験時の供試体の状況等に関する記述に着目し，異物が

介在していたり，クラックが入っていたり，トリミング

中に試料が欠けてしまったりと，結果に悪影響（Watabe 

and Tsuchida, 2001a）を与える要因が説明できるものを除

外した． 

 図-6に示した事例では，(a)，(b)，(c)の順に変動係数が

小さくなっており，導出値をしっかりと検討することに

よって深度分布の適切なモデル化が誘導されていること

がわかる．なお，(a)ではばらつきが大きすぎて特性値は

得られなかった．また，(a)のようにモデル化がずさんな

場合には，自動的にデータの解釈・モデル化をやり直さ

ざるを得ないような仕組みができているともいえる． 

 

5.3 圧密定数の設定例 

 当該地盤の圧密試験結果に対して提案方法を適用し，

圧密定数の特性値の深度分布の設定を試みる．表-3は，圧

密試験結果として，(a) (a' )圧密降伏応力pc，(b)圧密係数cv，

(c)体積圧縮係数mvをまとめたものである．ここで，cvは

正規圧密領域での値，mvは一例として圧密圧力p = 100kPa

での値とした．まず，算術目盛でこれらの圧密定数を表

したときに，深度方向に直線分布になるとして深度分布

をモデル化した．先に述べたように，正規圧密地盤のpc

は深さ方向に直線的に増加する分布であるため，(a' )のよ

うに算術目盛で直線分布とすることに合理性がある．一

方，cvとmvについては，対数目盛で分布を考えることもで

きるが，今回の事例では，導出値に深度方向の変化がほ

とんど見られず，算術目盛での分布モデルと対数目盛で

の分布モデルは実質的に同等であることから，ここでは

pcの深度分布と同様に算術軸上で直線分布として取り扱

った．これらの圧密定数は，対数目盛でプロットされる

ことが多く，データのばらつきは対数正規分布に従うも

のと考えられる．そこで，図-7(a)，(b)，(c)のように対数

目盛にプロットしてばらつきを考えると，変動係数はい

ずれも0.1以下となり，表-1より補正係数b'1 = 1.0が得られ

る．また，この事例では，データの個数は10個なので十

分な個数と考えられ，b'2 = 1.0となる．参考として，図-7

には，95%信頼水準に対応した値も示してある． 
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図-7  圧密試験結果の導出値，モデル化した推定値，特性値：(a)圧密降伏応力pc，(a' )圧密降伏応力pc，(b)正規圧密領域で

の圧密係数cv，(c)圧密圧力100kPa時の体積圧縮係数mv 
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 過圧密比OCRの深度分布を図-8(a)に示す．一般に，有

効土被り圧σ'v0は直接計測することができないので，単位

体積重量ρt g（水中については有効単位体積重量(ρsat – ρw)

×g）を深さ方向に積分することにより推定される．過圧

密比OCR = pc/σ'v0は，圧密試験から導出値として得られた

各深度のpcと算出された有効土被り圧σ'v0を用いて計算さ

れる．これは，計測値に対して一次処理したことに相当

するので，過圧密比の導出値として位置づけられる．し

たがって，得られた値に対しては，深度分布をモデル化

し，ばらつきやデータの個数を考慮して補正をしなけれ

ばならない．一方，特性値としてモデル化されたpcの深度

分布を使ってOCRを計算することもできる．この場合の

OCRは，特性値を使って計算された値であり，過圧密比

の特性値として位置づけられる．図-8(a)に示した実線は，

後者の特性値を表している． 

5.4 強度増加率の設定例 

 強度増加率mの深度分布を図-8(b)に示す．非排水せん断

強さcuと圧密降伏応力pcは，せん断試験と圧密試験から導

出値がそれぞれ得られているので，これらを用いると強

度増加率m = cu/pcを計算することができる．このようにし

て求めた強度増加率mは，二つの異なる試験結果を利用し

表-3  圧密試験結果の導出値から深度分布をモデル化して求められる特性値 

(a)圧密降伏応力pc

深度
z (m)

導出値
pc (kN/m2)

推定値
pc* (kN/m2) log pc log pc*

対数上の
変動係数 COV

補正係数
b'1×b'2

特性値
pck (kN/m2)

2.6 17.1 15.7 1.232 1.197

0.056 1.00×
1.00

15.7
5.6 19.6 34.1 1.293 1.532 34.1
8.6 65.7 52.4 1.818 1.719 52.4

11.6 71.6 70.7 1.855 1.850 70.7
14.6 90.2 89.0 1.955 1.950 89.0
17.6 112.8 107.4 2.052 2.031 107.4
20.6 120.6 125.7 2.081 2.099 125.7
23.6 147.1 144.0 2.168 2.158 144.0
26.6 149.1 162.3 2.173 2.210 162.3

29.6 188.3 180.7 2.275 2.257 180.7

(b)圧密係数cv

深度
z (m)

導出値
cv (cm2/day)

推定値
cv* (cm2/day) log cv log cv* 対数上の

変動係数COV
補正係数
b'1×b'2

特性値
cvk (cm2/day)

2.6 52.1 78.6 1.717 1.896

0.079 1.00×
1.00

78.6
5.6 72.4 78.7 1.860 1.896 78.7 
8.6 83.6 78.9 1.922 1.897 78.9 

11.6 78.8 79.0 1.897 1.898 79.0 
14.6 103.0 79.1 2.013 1.898 79.1 
17.6 151.0 79.2 2.179 1.899 79.2 
20.6 44.3 79.4 1.646 1.900 79.4 
23.6 60.5 79.5 1.782 1.900 79.5 
26.6 73.5 79.6 1.866 1.901 79.6 
29.6 72.5 79.7 1.860 1.902 79.7 

(c)体積圧縮係数mv

深度
z (m)

導出値
mv (m2/kN)

推定値
mv* (m2/kN) log mv log mv* 対数上の

変動係数COV
補正係数
b'1×b'2

特性値
mvk (m2/kN)

2.6 0.00147 0.00159 -2.833 -2.798

0.047 1.00×
1.00

0.00159
5.6 0.00155 0.00162 -2.810 -2.790 0.00162
8.6 0.00166 0.00165 -2.779 -2.782 0.00165

11.6 0.00167 0.00168 -2.777 -2.774 0.00168
14.6 0.00158 0.00171 -2.801 -2.767 0.00171
17.6 0.00170 0.00174 -2.769 -2.759 0.00174
20.6 0.00245 0.00177 -2.611 -2.752 0.00177
23.6 0.00311 0.00180 -2.507 -2.745 0.00180
26.6 0.00143 0.00183 -2.845 -2.737 0.00183
29.6 0.00107 0.00186 -2.970 -2.730 0.00186
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て一次処理したもので，得られた値も導出値（黒の丸印）

であると考えられる．したがって，得られた値に対して

は，深さ方向の分布をモデル化し，ばらつきやデータの

個数を考慮して補正をしなければならない．ここでは，

深度方向に一様に分布すると想定した場合（マーカー無

しの実線）と，直線分布と想定した場合（灰色の丸印）

でそれぞれモデル化し，特性値を推定した． 

 一方，非排水せん断強さcuの特性値と圧密降伏応力pcの

特性値を用いて強度増加率mを求めることもできる．ここ

では，pcを1層直線分布とした特性値とcuを1層直線分布と

した特性値の組合せから算出した特性値（四角印）とpc

を1層直線分布とした特性値とcuを3層直線分布とした特

性値の組合せから算出した特性値（三角印）を示してい

る．これらの場合，二つの異なる特性値から推定した値

であることから，得られた値も特性値であると考えられ

る． 

 導出値をモデル化して得られた特性値（マーカ無しの

実線と灰色の丸印）は，非排水せん断強さcuと圧密降伏応

力pcが相互に関連していることを考慮せずに設定してい

るので，強度増加率m = cu/pcと過圧密比OCR = pc/σ'v0を用い

たm = cu/(OCR×σ'v0)なる関係が成立せず，不整合が生じる．

一方，非排水せん断強さcuの特性値と圧密降伏応力pcの特

性値から推定した強度増加率mの特性値を使う場合（四角

印と三角印）は，相互の関係を考慮しているので，合理

的な設計が可能となる．しかし，導出値をモデル化して

得られた特性値が深度方向に一様な分布，直線分布とも

に0.22程度であるのに対し，非排水せん断強さcuの特性値

と圧密降伏応力pcの特性値から推定した強度増加率mの

特性値は，0.18程度と小さな値になっている．一般に強度

増加率mの値が0.25前後の値である（Mesri, 1975; Watabe et 

al., 2003b）ことを勘案すると，前者は妥当な値であると

いえるが，後者は明らかに過小な値である．これは一軸

圧縮試験の結果のばらつきが大きいため，後者の特性値

を推定するのに用いている非排水せん断強さcuが，補正係

数b1により補正されてしまった（割引かれてしまった）た

めである． 

 ところが，上述のように前者は一見妥当な値であるも

のの，圧密とせん断との関係に不整合な点があり，設計

では後者の小さな値を使うべきであろう．すなわち，せ

ん断試験からはせん断に関する地盤定数の特性値を設定

し，圧密試験からは圧密に関する地盤定数の特性値を設

定することが合理的であり，両者を仲介する強度増加率m

のようなパラメータについては，これを単独で使う場合

を除き，導出値から特性値を設定することは設計上の矛

盾を生じることになるので避けるべきである． 

 このことは，一軸圧縮試験のように，得られる結果に

ばらつきが見られる試験方法により非排水せん断強さcu

を求め，さらにモデル化が不適切である場合には，ばら

つきが大きい分だけ補正係数b1による割引が大きくなり，

不経済な設計になる可能性があることを示唆している．

このような問題を解決するためには，深さ方向の分布を

適切にモデル化する必要があるほか，次章に示す再圧縮

三軸試験が，試験結果のばらつきが小さく有効な方法と

なる． 
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図-8  (a)過圧密比OCR (= pc/σ'v0) と(b)強度増加率m (= cu/pc)の深度分布の導出値と特性値（黒の丸印は導出値．実線は導出

値が深さ方向に一様に分布するとしてモデル化した特性値．丸印は導出値を1層直線分布としてモデル化した特性値．四角

印はpcを1層直線分布とした特性値とcuを1層直線分布とした特性値から算出した特性値．三角印はpcを1層直線分布とした特

性値とcuを3層直線分布とした特性値から算出した特性値．） 
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 上述のように，非排水せん断強さcuについては，全体を

1層と考える場合と，物理特性も参考にして3層に分けて

考える場合を想定し，それぞれの層で直線分布になって

いるとして，図-6のようなモデル化をした．一方，圧密降

伏応力pcについては，全体を1層と考えて，一本の直線分

布になるとして図-7(a)のようにモデル化した．非排水せ

ん断強さcuと圧密降伏応力pcがともに1層で直線分布にな

っているとした場合，強度増加率mの分布は連続した自然

なものになるが，一方が1層，他方は3層でモデル化する

と，各層の端部で不連続な分布となり，不自然になるの

で注意が必要である．しかしながら，この場合に圧密に

関する地盤定数の特性値とせん断に関する地盤定数の特

性値の関係に矛盾はなく，不自然に見える強度増加率mの

分布を設計に用いることもできる．事実，図-8(b)の分布

（三角印）は，導出値（黒の丸印）の分布傾向を捉えている． 

 

6. 三軸試験の有効な活用方法 

 

6.1 再圧縮三軸試験 

 図-9に示すような円弧すべりによる粘土地盤上の盛土

の安定解析を考える．盛土直下では，鉛直応力が増加す

ることによりせん断が生じるので，三軸非排水圧縮試験

によりこれに相当するせん断強さcucを評価することがで

きるものと考えられる．厳密には平面ひずみと軸対称の

違いがあるがここでは考えないことにする．一方，円弧

の終点，すなわち法先側のせん断は水平応力が増加する

ことによりせん断が生じるので，三軸非排水伸張試験に

よりこれに相当するせん断強さcueを評価することができ

るものと考えられる．厳密には平面ひずみと軸対称の違

いがあるとともに，三軸伸張試験では軸力を減少させる

のに対し，盛土の破壊では水平応力が増加するといった

違いがあるが，これらについてもここでは考えないこと

にする．設計に使う非排水せん断強さcuは，圧縮試験から

求めたcucと伸張試験から求めたcueの平均値として表され

る．日本の粘土では，次に述べる再圧縮法の場合にcueは

cucよりも30%程度小さくなることが多いようである

（Watabe et al., 2002）． 

 一軸圧縮試験の結果はばらつきが大きく，信頼性に欠

ける試験であると言われて久しい．非排水せん断強さの

決定法として，最も信頼性が高いと考えられているのが

再圧縮法と呼ばれている方法（Berre and Bjerrum, 1973）

である．この方法では，図-10のように，採取した試料に

対して原位置と同等の応力状態を再現して圧密すること

により，試料の乱れ等の影響を小さくしてせん断試験が

実施される． 

 地盤中の要素は鉛直に有効土被り圧σ'v0，水平に静止土

圧σ'h0 (=K0σ'v0)を受けている．サンプリングされた試料は

大気圧の下で全応力はゼロであるが，サクションにより

等方的な残留有効応力がある程度残った状態になってい

る．三軸セルの中でσ'1 = σ'v0，σ'3 = K0σ'v0で圧密することに

より，原位置の有効応力と同等の状態を供試体に再現し

た上で行う非排水せん断試験を再圧縮三軸試験と称する

ことにする．有効土被り圧σ'v0は，採取した試料の単位体

積重量から算出することができるが，ここで問題になる

のは静止土圧係数K0をどのようにして設定するかである．

原位置試験から求める方法もいくつか提案されているが，

室内試験からも三軸セルを用いたK0圧密試験により求め

ることができる．ただし，この方法で求められるK0値は

正規圧密状態のK0値（K0NCと表すことが多い）であって，

実際の地盤のように年代効果を受けた土のK0ではないこ

とに注意が必要である（Watabe et al., 2003a）．原位置のK0

値の推定が困難な場合には，便宜的にK0NCの値を原位置の

K0値と仮定することも多い．日本の粘土では，正規圧密

状態でのK0はほとんどの場合0.45～0.55になる． 

 図-11は，一部に薄い砂層を挟在するものの，粘土層が

厚く堆積した大阪湾（関西国際空港）海底粘土地盤で実

施された地盤調査結果で，一軸圧縮試験から求めた非排

水せん断強さcu (= qu/2)，再圧縮三軸試験から求めた圧縮

せん断強さcucおよび伸張せん断強さcueの深度分布を示し

三軸
伸張
cue

三軸
圧縮
cuc

図-9  粘土地盤上に築造された盛土の安定問題と強度異

方性 
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での応力状態 
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たものである（Watabe and Tsuchida, 2001b）．一軸圧縮試

験から求められる非排水せん断強さ（qu/2）は著しくばら

つくものの，その平均値は，原位置と同等の応力状態を

供試体に再現できる再圧縮三軸試験による圧縮および伸

張非排水せん断強さの平均値（cucとcueの平均値）とほぼ

一致する． 

 上述のように，再圧縮三軸試験は優れた方法であるが，

実務で使われることはほとんどない．粘土地盤の安定解

析はφ u = 0法（Nakase, 1967）が基本であるにもかかわらず，

設計法に最も適した試験法がほとんど実施されていない

ことは残念である．実務では一軸圧縮試験が行われるこ

とが多く，まれに三軸試験が行われたとしても，その大部

分は，いくつかの拘束圧を設定して実施される非圧密非

排水三軸圧縮試験（UU試験）や，いくつかの等方圧密圧

力を設定して実施される圧密非排水三軸圧縮試験（CU 試

験）である．このような試験から得られた結果は，φ u = 0

法に直接的に適用することはできず，せっかくの三軸試

験も設計には活かされない．原位置の平均主応力で等方

圧密したCU 試験の結果に対し異方性等を考慮して設計

用せん断強さに補正し，これと一軸圧縮試験から得られ

た非排水せん断強さとの比較により，試料の乱れの程度

を非排水せん断強さの推定に反映する土田ら（1989）の

方法が，数少ない実務的な三軸試験の活用法として挙げ

られる程度である． 

 このような現状から，港湾の土質データベースに収録

された三軸試験結果は少なく，ましてや，再圧縮三軸試

験の結果は皆無である．そこで，以下では，一軸圧縮試

験と再圧縮三軸試験の両者が実施された研究（Watabe and 

Tsuchida, 2001b）を引用し，提案方法の適用を試みる． 

 

6.2 一軸圧縮試験と再圧縮三軸試験の比較 

 図-12(a)に再圧縮三軸試験から設定した非排水せん断

強さcuの深度分布（導出値）を示す．ここで示した分布は，

図-11で示した各深度における圧縮せん断強さcucと伸張

せん断強さcueの平均値を導出値としたものである．なお，

図-11よりも深いところまでのデータも示してある．地表

面でせん断強さがゼロとなる回帰直線で近似すると，推

定値としてcu
* = 2.4 z (kN/m2)が得られる．変動係数COVは
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図-11  再圧縮三軸試験および一軸圧縮試験から得られた

大阪湾海底粘土地盤のせん断強さ分布 
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0.071であり，表-1より補正係数b1は1.0となる．データの

個数nは10個以上あるので，b2 = 1.0となる．データのばら

つきが小さく，かつ，適切なモデル化ができているとい

える．このケースでは，回帰直線がそのまま特性値の分

布となっている． 

 図-12(b)に一軸圧縮試験から設定した非排水せん断強

さcuの深度分布（導出値）を示す．ここで示した分布は図

-11で示したものと同じである．地盤表面でせん断強さが

ゼロとなる回帰直線で近似すると，推定値としてcu
* = 2.0 z 

(kN/m2)が得られる．再圧縮三軸試験から得られた推定値

に比べて，一軸圧縮試験から得られた推定値はやや小さ

いもののほぼ一致している．図からわかるようにばらつ

きが大きく，変動係数COVが0.376もあるため，表-1より

補正係数b1は0.85となる．データの個数nは10個以上ある

ので，b2 = 1.0である．したがって，一軸圧縮試験から得ら

れる特性値は，図-12(c)に示すように，再圧縮三軸試験か

ら得られる特性値よりも27%も小さなせん断強さしか設

定できず，安定解析において非常に不利な設計条件とな

ってしまう．ばらつきのみならず，ここで示した例のよ

うに，そもそも一軸圧縮試験の適用限界を超えるような

深部のデータを含む場合には，再圧縮三軸試験の優位性

が顕著に現れる． 

 図-12(a), (b)には95%信頼水準に対応して設定される特

性値も示してある．提案方法と95%信頼水準の両設定値を

比較すると，再圧縮三軸試験と一軸圧縮試験のどちらの

場合でもほとんど設定法の違いによる差は見られない．

このことは，提案方法が，一般化された設計コードであ

るEurocode7やJGS4001と実務的にも十分な精度で整合し

たものであることを示唆している． 

7. 適用範囲 

 

第2章において，提案方法自体は，様々な地盤に対して

広く活用できるものであると述べた．しかし，地盤定数

の性質や調査・試験法によっては，ばらつき等を考える

必要がないことも想定される．どのような場合に提案方

表-4  本論文の特性値設定法の適用範囲 

調査・試験方法 
当該調査・試験で得られる

地盤定数 
記号 

本手法の適用

理由等 
有 無 

物
理
探
査 

・検
層 

弾性波探査 粗密波速度 Vp  ○ 
原位置での実験的な調査・試験であって，地盤の複合的な特性を評

価しているため，統計的処理には適さない． 速度検層 
粗密波速度 Vp  ○ 

せん断波速度 Vs  ○ 

ボ
ー
リ
ン
グ 

物理試験 

湿潤密度（単位体積重量） ρt ○ ※   

含水比 w ○ ※  

土粒子密度 ρs ① ② 

①性能照査において当該パラメータを直接用いる場合は補正の必要

有り． 
②性能照査においてその他のパラメータを算出するために当該パラ

メータを用いる場合は補正の必要無し． 

  

粒度試験 粒度（通過質量百分率） D10等  ○ 粒度は分布であり地盤定数ではないので，補正の対象ではない．

コンシステンシー試験 
液性限界 wL ○ ※   
塑性限界 wp ○ ※   

一軸圧縮試験 一軸圧縮強度 qu ○ ※ 非排水せん断強さ cu = qu/2でも同様． 

三軸試験 
粘着力 c ○ ※ CU 試験の場合は非排水せん断強さ cu 
せん断抵抗角 φ ○ ※ ばらつきは tanφで考える．CU 試験の場合はφu=0 

一面せん断試験 
粘着力 c ○ ※  

せん断抵抗角 φ ○ ※ ばらつきは tanφで考える． 

圧密試験 

圧縮指数 Cc ○ ※   

体積圧縮係数 mv ○ ※  

圧密係数 cv ○ ※   

現地透水試験 透水係数 k  ○ 
原位置での実験的な調査・試験であって，地盤の複合的な特性を評
価しているため，統計的処理には適さない． 

室内透水試験 透水係数 k ○ ※  

中空ねじり試験 せん断弾性係数，減衰定数 G，h  ○ 原位置での密度・拘束圧等の条件を再現して実施される実験的な調

査・試験であって，地盤の複合的な特性を評価しているため，統計
的処理には適さない．ただし，十分な試験個数が確保できている場

合は補正の必要有り． 
繰返し三軸試験 せん断弾性係数，減衰定数 G，h  ○ 

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ

標準貫入試験 Ｎ値 N  ○ 当該調査・試験で得られる値（計測値）をもとに算出される地盤定

数の導出値は，経験式・相関式等でばらつきが考慮されているため，

これらの導出値は，補正せずにそのまま特性値として扱うことがで
きる． 

オランダ式コーン貫入試験 コーン貫入抵抗力 qc  ○ 

電気式静的コーン貫入試験 コーン先端の貫入抵抗力 qt  ○ 

ベーンせん断試験 ベーンせん断強さ τv  ○ 

孔内水平載荷試験 変形係数 E  ○ 

原位置での実験的な調査・試験であって，地盤の複合的な特性を評

価しているため，統計的処理には適さない． 載
荷 

試
験 

平板載荷試験 
地盤反力係数 Kv  ○ 

静的最大軸方向押し込み抵

抗力 
pu  ○ 

※補正の必要性がある地盤定数であっても，3m 程度以下の薄層の場合等，取得可能なデータ個数に限りがある場合にあっては統計的処理に適さないこともある．
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法を適用し，どのような場合に提案方法を適用する必要

が無いのか，本章では，その適用範囲についてまとめる． 

地盤定数の中でも土粒子密度ρsなどは，それ自体が直

接的に設計で用いられることはほとんどなく，他の地盤

定数の試験結果から導出値を算出する際に用いられる．

このような場合，補正された土粒子密度を用いて得られ

た地盤定数に対して，改めて補正を施すと，部分的に二

重の補正が施されることになり，過剰な補正となる恐れ

がある．このため，例えば間隙比eは，土の湿潤密度ρt，

含水比w，土粒子密度ρsから算出されることから，間隙比

eに対してのみ補正を施し，算出に用いられる他の地盤定

数（ρt, w, ρs）に対しては補正を行う必要はない． 

土質試験により得られた導出値とサウンディングによ

り得られた換算値の両者が存在している場合，土質試験

結果に対しては補正を施すが，サウンディング調査結果

からの換算値に対しては補正の必要はない．これは，標

準貫入試験のN値をせん断抵抗角φ に換算する場合には，

ばらつきが考慮された経験式が使われていること，静的

コーン貫入試験の先端抵抗qtから非排水せん断強さcuを

算出する際には，別途実施された室内せん断試験の特性

値を基に，当該地盤に対して適切なコーン係数Nktをキャ

リブレーションして設定しておくことが前提であること

に基づいている． 

その他，原位置での実験的な調査・試験であって，地

盤の複合的な特性を総合的に評価している試験結果の場

合なども補正の必要はない． 

地盤定数の特性値を設定する際の導出値に対する補正

の必要性について，上述の観点に基づいて整理したもの

を表-4にまとめる．なお，補正の必要がある地盤定数で

あっても，3m程度以下の薄層の場合など，やむを得ない

事情により取得可能なデータ個数に限りがある場合には，

統計的処理に適さないことから，本手法を適用する必要

はない．地層断面が複雑な場合には，構造物の重要度や

規模，地盤調査の頻度やデータ個数等に応じて，適用す

べきかどうかの判断が必要になる． 

ここでは，サウンディング調査結果から得られた計測

値に対する取扱いは，本手法による必要は無いとした．

これは，サウンディング調査結果は，複雑な原地盤の諸

特性・諸条件を原位置で総合的に評価した結果得られた

指標であることに加え，導出値に換算する際に，経験的

に特性値が得られるように換算式や相関関係が設定され

ていることが前提であるからである．しかしながら，サ

ンプリングと室内土質試験によって地盤定数を評価する

よりも，サウンディング調査（特に静的コーン貫入試験）

を多用する傾向が強い欧米諸国などでは，深度方向に細

かいピッチで計測・換算された導出値に対してばらつき

を考慮して特性値を設定する傾向にある．将来的には，

諸外国での状況との整合も視野に入れて，サウンディン

グ調査結果に対しても信頼性を議論しなければならなく

なる可能性があることを記しておく． 

 

8.まとめ 

 

 本論文では，信頼性設計に対応した筆者らの提案によ

る新しい地盤定数設定法を概説し，設定される特性値に

ついて，一般化された設計コードであるEurocode7や

JGS4001により設定される特性値と比較した．また，具体

例を通じて，提案方法の適用性を考察した．得られた結

論を以下にまとめる． 

1) 提案方法は，導出値の平均値あるいは回帰式によっ

てモデル化して深度分布を推定し，これに変動係数

（COV>0.1の場合）やデータの数量（n<10の場合）に

応じた補正係数を乗じて特性値を設定する，実用的

な地盤定数設定法である．同設定法は2007年に制定

された新しい港湾基準に採用された． 

2) 変動係数に応じた補正係数は，設計上危険側に寄与

するか，安全側に寄与するかに応じて，累積確率密

度が約30%あるいは約70%に相当するフラクタイル

値となるように設定するが，データ数10個，変動係

数0.1のときに信頼水準95%の信頼区間の上下限値を

特性値に設定することと対応している． 

3) 提案方法は，本格的な統計処理を省略した方法であ

るが，データ数10個，変動係数0.1のときには，信頼

水準95%の信頼区間の上下限値を特性値と設定する

ことと対応するなど，Eurocode7やJGS4001とも整合

する工夫がなされている． 

4) 提案方法により設定される特性値を95%信頼水準の

上下限値に相当する値と比較すると，データ数が10

個以上の場合にはやや安全側，データ数が10個未満

の場合にはやや危険側に設定される．特にデータ数

が少なく，95%信頼水準の限界値に相当する値が非現

実的な安全側の値にある場合でも，提案方法で設定

される特性値は現実的な程度に安全側の値に設定さ

れる． 

5) Eurocode7やJGS4001では，データ数が十分にあると，

データにばらつきがあっても，信頼区間が狭くなり，

平均値と特性値が一致する傾向がある．しかし，提

案方法では，たとえデータ数が多くても，ばらつき

の程度が特性値に反映されるため，ばらつきが小さ

なデータを得る努力が設計で実を結ぶような設計体
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系を実現できる． 

6) 変動係数を小さくすることを目的に据えることによ

り，データの適切な解釈と適切な深度分布のモデル

化が導かれる（技術者の能力向上支援）とともに，

再圧縮三軸試験のように，ばらつきが小さくなる試

験法の導入（試験技術の開発）が進むものと期待で

きる． 

7) データにばらつきがあったり，データの個数が不足

したりしているときに，従来は技術者の判断で安全

側に定数を設定していた．提案方法では，このよう

な技術者の判断を変動係数に応じた補正というかた

ちで体系化して置き換えている．十分にばらつきの

小さいデータが十分な数だけ得られていれば，特性

値は導出値とほぼ一致するので，従来の設計法で用

いていた地盤定数と本質的に同じ値が設定される． 

8) 圧密に関する地盤定数とせん断に関する地盤定数は

互いに関連し合っており，圧密降伏応力，非排水せ

ん断強さ，強度増加率の関係が整合するように設定

する必要がある．圧密降伏応力と非排水せん断強さ

から強度増加率の特性値を設定する際には，それぞ

れの導出値と導出値から導出値を求めて提案方法に

より特性値を求める場合と，それぞれの特性値と特

性値から算出される値を特性値とする場合の2通り

の考え方がある．圧密とせん断とを関連づけている

ことから，設計では後者の考え方のほうが合理的で

ある． 

9) 提案方法は，地盤定数全般に広く適用できる．しか

し，地盤定数の中には，他の地盤定数のデータ整理

に用いられても，それ自体が直接的に設計で用いら

れることがないものもあり，その地盤定数の使われ

方によっては提案方法を適用する必要が無い場合も

ある． 
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